韓国の行政基本法 ─紹介と翻訳─ by 伊 龍澤 & Yong-Taek YOON
韓国の行政基本法　　99
1 ．はじめに




手することが報告され，昨年（2020年） 3 月 6 日（〜 4 月25日）に，行政手続
法41条により「行政基本法案」を立法予告した。その後，再立法予告（ 6 月
22日〜 6 月29日）及び再々立法予告（ 6 月25日〜 6 月30日）を経て，全 4 章，全
















ければならないとの指摘もある（金鉉峻「기본법의 정체성 문제와 이른바 행정기본






2 月26日，国会の本会議を通過した（なお，公布・施行は本年 3 月中の予定）。
　成立した行政基本法は，国会の法制司法委員会の審議過程で，節の編成，
条文の整理，字句の修正などが行われ，最終的には本則 4 章，40条と附則 7
条で構成された。すなわち，第 1 章「総則」（第 1 節「目的及び定義等」，第 2 節
「期間の計算」），第 2 章「行政の法原則」，第 3 章「行政作用」（第 1 節「処分」，
第 2 節「許認可擬制」，第 3 節「公法上の契約」，第 4 節「課徴金」，第 5 節「行政上の強























3 ）　정하중「행정기본법 제정안에 대한 소고」『법제』2020年 6 月号 8 頁。
































































7 ）　김남철「행정기본법 제정이 우리 사회에 주는 의미」『법률신문』2020.12.21. 
（https://m.lawtimes.co.kr/Content/Opinion?serial=166712）






































































































































































































































































































































정기본법안 제20조에 대한 의견」（https://act.jinbo.net/wp/43540/）
114　　創価ロージャーナル第14号
3 ．違反行為の回数


































































































































































































17）　韓国の行政手続法40条 2 項は，「②第 1 項による申告が次の各号の要件を備えた場
合には，申告書が受付機関に到達したときに申告義務が履行されたものとみなす。









































































































































第 6条（処分に対する異議申請に関する適用例）　第36条は，附則第 1 条ただし書
きによる施行日以後にする処分から適用する。
第 7 条（処分の再審査に関する適用例）　第37条は，附則第 1 条ただし書きによ
る施行日以後にする処分から適用する。
